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「中小企業の健康経営」の進め方
自社の人財への投資が基盤強化に

健康経営に対する中小企業の認知度は低く取り組みが十分に進んでいないのが実情だ。健康経営と

は従業員の心身の健康を企業競争力の源泉と捉え、企業として戦略的かつ積極的に従業員の健康増進

に取り組むことと定義される。

さらに「健康経営とは（持続可能な企業活動のため）従業員への投資である」と投資を強調する。

そこで政府はまず上場企業を対象にした「健康経営銘柄」の選定など、健康経営を中心政策に据え、

その効果向上を目論んでいる。

日本政策金融公庫総研は「中小企業の健康経営」をレポートにまとめ企業が取り組むポイントや期

待される効果を示した。要約すると、１．健康経営に対する３つのとらえ方２．取り組み方フロー

（ステップ）３．「三つの視点」からの取り組み方４．健康経営がもたらす３つの効果――まず３点

を把握する。次にもっとも関心の高いのは「効果」だろう。４．の３つの効果とは、① 中小企業の

「見えない体力」が磨かれる ② 中小企業の「リスクヘッジ」を促す ③ 中小企業の「成長力」を

高める。①「見えない体力」とは企業の原動力―人財という資産価値を高める、という意味だ。例・

馬場建設。②リスクヘッジを促すとは、人財の病欠、ケガなどできるだけリスクを最小化すること。

例・西川商会。③は企業基盤強化の土台⇒人財の主体的活動、アイデアの蓄積が成長をもたらすとい

う。


